
資料２　第５次播磨町行政改革実施計画

第５次播磨町行政改革実施計画

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

２事業統合の問

題点を整理

２事業統合の検

討と対外周知
統合

他市町の事業と

比較検討

２事業統合の検

討
統合

ー ー ー

0.0% 50.0% 100.0%

Facebookフォロ

ワ－数：586人

Facebookフォロ

ワ－数：653人

（参考…LINE友

達数：14,270人）

Facebookフォロ

ワ－数：687人

（参考…LINE友

達数：17,744人）

Facebookフォロ

ワ－数：708人

（参考…LINE友

達数：18,132人

_12/13時点）

－ － － －

83.7% 93.3% 98.1% 101.1%

有権者との合意

形成

再編した投票区

での選挙執行

再編した投票区

での選挙執行

再編した投票区

での選挙執行
引き続き実施

パブリックコメ

ントの実施、シ

ステム開発準備

再編した投票区

での選挙執行

再編した投票区

での選挙執行

再編した投票区

での選挙執行

0円 440,000円 － －

－ 100.0% － －

業務委託取扱比

率の見直し

業務委託取扱比

率の見直し

業務委託取扱比

率の見直し

外部委託の継続

の判断

1月60件を上限

として契約

（月73,920円）

1月60件を上限

として契約

（月73,920円）

1月50件を上限

として契約

（月61,600円）

1月50件を上限

として契約

（月61,600円）

98,232円 152,126円 116,180円 195,538円

－ － － －

播磨小・中学校

親子給食委託開

始（R3.1~）

播磨南小学校

デリバリー委託

開始

播磨南小・中学

校親子給食委託

開始

蓮池小学校

委託開始

播磨西小学校の

給食調理民間委

託を検討

播磨西小学校の

給食調理民間委

託を検討

播磨西小学校の

給食調理民間委

託を検討

委託業者と契約

し、令和3年1月

から開始

親子給食委託開

始に向け検討

播磨南小・中学

校親子給食委託

開始

蓮池小学校

委託開始

－ － － －

33.0% 33.0% 66.0% 100.0%

作成支援業務契

約の締結、作成

指導。

作成支援業務契

約の締結、作成

指導。

作成支援業務契

約の締結、作成

指導。

作成支援業務契

約の締結、作成

指導。

－ － － －

50.0% 50.0% 50.0% 50.0%

6

地方公会計財

務書類の効率

的な作成と活

用

総務課

地方公会計財務書類

等を統一的な基準に

基づき作成し、活用

する。

50.0%

（達成率）

出納整理期間終了後の速やか

な作成及び分析の完成：50％

新規事業ヒアリングに活用：

25％

予算編成に活用：25％

－

5

小中学校給食

外部委託の導

入

教育総務

課

小学校給食施設の改

修・親子給食実施に

伴い、調理・配送業

務を委託する。

4

窓口業務の外

部委託等の検

討

住民課

現在外部委託が行わ

れている戸籍業務の

一部事務をはじめ、

業務の外部委託化や

委託比率を検討し、

より安価かつ効果的

な業務体制の構築を

目指す。

440,000円 完了

562,076円 －

3
投票区の見直

し

選挙管理

委員会

（総務

課）

共通投票所システム

の導入等により選挙

人の利便性に配慮し

つつ、投票区の統廃

合を図り選挙執行経

費の削減を図る。

【Ｒ２～Ｒ６】

（達成率）

委託開始毎に達成率33％加算

※３校全て委託開始できれば

達成率100％

【Ｒ７～Ｒ８】

（達成率）

委託開始時期の決定：50％

民間委託実施：50％

（R２～R８）作成支援業務委託による速やかな作成および分析の実施

（Ｒ３～Ｒ８）予算編成に活用

（Ｒ４～Ｒ８）ヒアリングに活用

（達成率）

両事業統合についての検討完

了（50％）

統合完了（50％）

※検討結果によっては達成率

50％をもって終了する可能性

あり

【Ｒ２～Ｒ６】

（達成率）

（公式SNSアカウントのフォ

ロワー数／目標値）×100

（参考値：Facebook 532人

（令和元年12月19日時点））

【Ｒ７～Ｒ８】

（達成率）

（公式LINEお友達登録者数／

目標値）×100

令和8年度末目標値：20,000人

（効果額）

外部委託費用ー該当業務の職

員人件費相当額

（効果額）

13投票区で執行した場合に要

する経費と見直し後の投票区

で執行した場合に要する経費

を比較することで効果額を算

出する。

－ 完了

2
情報発信の充

実
企画課

広報紙やホームペー

ジ等、各種広報媒体

の活用により、積極

的に行政情報を提供

するとともに、住民

にとってわかりやす

い広報に努める。

101.1%

継続・新規取組の調査研究

－ 100.0%

基本方針１　効果的・効率的な行財政運営の推進

取組項目（１）　事務事業及び業務の改善と効率化

No 取組目標 実施部署 取組内容

１段目　実施スケジュール

２段目　進捗状況

３段目　成果（効果額）

４段目　達成率

－

1
既存事業の統

合の検討
企画課

効果額累計
現在の

達成率
効果額・達成率の算定方法

まちづくりに興味の

ある方やまちづくり

活動団体と行政が協

力し、まちづくりを

推進する事業の整備

を行う。
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資料２　第５次播磨町行政改革実施計画

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

公式LINEの利用

を検討

コロナ関連情報

の発信に公式

LINEを利用

公式LINEの利活

用

公式LINEの利活

用

－ － － －

0.0% 100.0% 100.0% 100.0%

基幹系ネット

ワーク更新、

Web会議システ

ム導入

基幹系サーバ更

新・ガバメント

クラウド移行へ

の調査研究

インターネット

系NW更新・ガ

バメントクラウ

ド移行への調査

研究

情報系サーバ更

新・ガバメント

クラウド移行へ

の調査研究

146,160円 417,600円 417,600円 675,840円

－ － － －

継続・新規取組の調査研究

1,657,200円 －

（効果額）

新システム等の導入、保守内

容の見直し、リース期間の延

長など、電算関係で費用対効

果の高い取組を行った場合、

その経費削減額を計上する。

8

事務処理の効

率化に向けた

行政サービス

の電子化

企画課

国・県が構築するプ

ラットフォーム活用

及び先進的なデジタ

ル技術の調査研究に

より効率的かつ安定

した行政運営を実現

する。

調査・研究

適切かつ有効なＳＮＳが確認及び確立でき次第、実施

－ 完了

現在の

達成率
効果額・達成率の算定方法

7

災害時におけ

る新たな情報

伝達手段の検

討

危機管理

課

既存のＨＰ・メール

等以外の災害時に適

した情報連絡手段と

して、即時性や有効

性の高い新たなＳＮ

Ｓ活用を検討し、そ

の具体的な利用手法

の確定を目指す。

効果額累計

（達成率）

新SNS運用開始を100％とし

て、取組状況を踏まえて達成

率を算定する。

基本方針１　効果的・効率的な行財政運営の推進

取組項目（２）　電子自治体の推進

No 取組目標 実施部署 取組内容

１段目　実施スケジュール

２段目　進捗状況

３段目　成果（効果額）

４段目　達成率
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資料２　第５次播磨町行政改革実施計画

取組項目（１）　経営視点に基づく中長期の適正な財政運営

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施 実施
実施

取組内容見直し
実施 実施 実施 実施

941,809枚 888,010枚 813,855枚 762,105枚

426,901円 74,458円 51,842円 173,136円

108.6% 115.2% 125.7% 134.2%

現状把握

導入検討

比較試験（電子

決裁運用の徹

底）、分析

本町にあった手

法の調査・研究
電子決裁の推進 電子決裁の推進

現状把握のため

のデータ収集及

びペーパーレス

会議システム導

入検討

進捗なし
先進自治体を視

察

ノートPC等の令

和６年度導入へ

向けた予算措置

－ － － －

33.0% 33.0% 66.0% 100.0%

調査・研究

認定こども園移

行に向けての例

規整備

認定こども園移

行に向けての条

例・規則改正

例規整備
例規改正

実施

幼保連携型認定

こども園へ移行

することを決定

例規整備支援業

務委託に向けた

検討

改正作業完了
近隣市町の状況

調査

－ － － －

33.0% 33.0% 66.0% 66.0%

実施 実施
見直し

実施
実施 実施

見直し

実施
実施

現状調査 現状調査 見直し 現状調査

０円 ０円 ０円 5,030,000円

－ － － －

在宅高齢者介護

手当要綱廃止

在宅高齢者介護

手当廃止

家族介護用品給

付事業実施要綱

の一部改正

家族介護用品支

給助成金減額

家族介護用品給

付事業実施要綱

廃止の検討

実施

家族介護用品給

付事業実施要綱

廃止の検討

廃止にかかる

対外周知
給付終了

支給額の減額

（月額の給付上

限

8,333円→6,000

円）

支給額の減額

（月額の給付上

限

6,000円→3,000

円）

月額上限3,000

円で実施

０円 2,010,000円 363,948円 432,000円

0.0% 50.0% 50.0% 50.0%

上下水道運営委

員会（諮問→検

討）

上下水道運営委

員会（検討→答

申）

水道料金条例

改正

料金改定支援業

務を監査法人に

発注　3/30 第1

回

8/4 　第2回

11/18 第3回

1/26   第4回

3/28   第5回

9/16 条例改正可

決

－ － －

33.0% 66.0% 100.0%

14
水道料金等の

見直し

上下水道

課

老朽施設の更新や耐

震化を長期にわたり

実施していく財源を

確保するために、住

民・企業の代表者、

学識経験者などを交

えた「上下水道運営

委員会」において水

道料金の改定の検討

を行う。

5,030,000円 －

（効果額）

見直しによって改められた額

と見直し前の額との差額

ー 完了

（効果額）

改定後の増収額

（達成率）

１プロセス達成につき達成率

33％加算。

※全プロセス達成により達成

率100％とする。

13
扶助費の見直

し
保険課

保険課が所管する扶

助費について、縮

減・廃止の検討を行

う。

（効果額）

廃止した扶助費の、廃止前年

度決算額

（達成率）

家族介護用品支給等助成金の

廃止…達成率50％加算

その他扶助費の縮減検討の実

施…達成率50％加算

2,805,948円 50.0%

12

補助金・負担

金・使用料・

手数料の見直

し

企画課

各課が所掌する補助

金・負担金・使用

料・手数料につい

て、3年毎に見直しを

行う。

11

認定こども園

移行に伴う一

時預かり保育

料の見直し

こども課

認定こども園移行化

に伴い影響がある一

時預かり保育料につ

いて見直しを行い、

料金改正に向けて関

係業務を遂行する。

料金見直しに向けて調査・研究

導入可能であれば、予算化に向け

て推進

－ 100.0%

【Ｒ２～Ｒ６】

（達成率）

１プロセス達成につき達成率

33％加算。

※全プロセス達成により達成

率100％とする。

【Ｒ７～Ｒ８】

（達成率）

算定年度電子決裁率/目標電子

決裁率80％

－ 66.0%

【Ｒ２～Ｒ６】

（達成率）

１プロセス達成につき、達成

率33％加算。

※全プロセス達成により達成

率100％とする。

【Ｒ７～Ｒ８】

（達成率）

１プロセス達成につき、達成

率17％加算。

※全プロセス達成により達成

率100％とする。

10

9
印刷用紙の使

用量の抑制
総務課

会議資料の削減

（会議資料の電子

化、モニター、プロ

ジェクターの活用）

効果額累計
現在の

達成率

【Ｒ２～Ｒ６】

（効果額）

削減されたコピー枚数（算定前年

度実績ー算定年度実績）×単価

（算定年度時の契約単価）

（達成率）

（削減目標値（平成30年度コピー

枚数△7％）÷算定年度のコピー

枚数）×100

【Ｒ７～Ｒ８】

（効果額）

削減されたコピー枚数（算定前年

度実績ー算定年度実績）×単価

（算定年度時の契約単価）

（達成率）

（削減目標値）÷算定年度のコ

ピー枚数）×100

令和8年度末目標値：600,000枚

効果額・達成率の算定方法

726,337円 134.2%

基本方針２　持続可能な財政基盤の確立

No 取組目標 実施部署 取組内容

１段目　実施スケジュール

２段目　進捗状況

３段目　成果（効果額）

４段目　達成率

ペーパーレス

化導入の検討
企画課

印刷コスト縮減の取

組みとして、通常業

務時のコピーや印刷

を抑制することに限

らず、幅広く新たな

手法を模索するた

め、ワーキンググ

ループ等をもって導

入可能性を検討す

る。

- 3 - 



資料２　第５次播磨町行政改革実施計画

取組項目（１）　経営視点に基づく中長期の適正な財政運営

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

効果額累計
現在の

達成率
効果額・達成率の算定方法

基本方針２　持続可能な財政基盤の確立

No 取組目標 実施部署 取組内容

１段目　実施スケジュール

２段目　進捗状況

３段目　成果（効果額）

４段目　達成率

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

7,939,281円 6,972,821円 7,739,216円 11,834,093円

－ － － －

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

債券及び定期預

金による運用

442,407円 443,301円 429,950円 1,128,007円

－ － － －

前年度比較におい

て上昇を目指し、

収納率96.0％達成

を目指す。

前年度比較におい

て上昇を目指し、

収納率96.0％達成

を目指す。

現年度普通徴収

未納保険料の徴

収対策を強化し

た

現年度普通徴収

未納保険料の徴

収対策を強化し

た

現年度普通徴収

未納保険料の徴

収対策を強化し

た

普通徴収の納期

変更を実施した

（6回/年→9回/

年）

収納率93.8％ 収納率94.2％ 収納率94.0％ 収納率95.5％

101.9% 102.3% 102.1% 103.8%

水道料金及び下

水道使用料の徴

収

水道料金及び下

水道使用料の徴

収

水道料金及び下

水道使用料の徴

収

水道料金及び下

水道使用料の徴

収

水道料金及び下

水道使用料の徴

収

水道料金及び下

水道使用料の徴

収

水道料金及び下

水道使用料の徴

収

徴収を実施 徴収を実施 徴収を実施 徴収を実施

上水404,376円

下水228,898円

上水440,916円

下水254,788円

上水460,626円

下水304,108円
決算時に算出

上水　100.8％

下水　101.3％

上水　101.0％

下水　101.5％

上水　100.9％

下水　101.5％
決算時に算出

収納対策検討及

び実行。

収納対策を引き

続き実行し、同

時に昨年度の結

果検証。

収納対策を引き

続き実行し、同

時に昨年度の結

果検証。

収納対策を引き

続き実行し、同

時に昨年度の結

果検証。

収納対策を引き

続き実行し、同

時に昨年度の結

果検証。

収納対策を引き

続き実行し、同

時に昨年度の結

果検証。

収納対策を引き

続き実行し、同

時に昨年度の結

果検証。

収納対策を検討

し実行した。

収納対策を引き

続き実行しつ

つ、昨年度の結

果を検証した。

収納対策を引き

続き実行しつ

つ、昨年度の結

果を検証した。

収納対策を引き

続き実行しつ

つ、昨年度の結

果を検証した。

収入未済額：

160,896千円

目標収入未済額

との差： 70,896

千円

収入未済額：

114,593千円

目標収入未済額

との差：24,593

千円

収入未済額：

113,192千円

目標収入未済額

との差：23,192

千円

収入未済見込額：

152,500千円

目標収入未済額との

差：62,500千円

0% 61.3% 63.6% 決算時に算出

－
決算時に

算出

（達成率）

（令和元年度収入未済額ー収

入未済額）／（令和元年度収

入未済額ー目標収入未済額）

目標収入未済額：90,000,000

円

（参考：令和元年度収入未済

額153,629,317円）

19

収納率向上対

策（一般会

計）

税務課・

債権管理

課

滞納処分、納税者の

利便性向上等によ

り、収入未済額の圧

縮を図り税債権（一

般会計）の収納率を

向上させる。

2,093,712円
決算時に

算出

【Ｒ２～Ｒ６】

（効果額）

過去５年(平成26～30年度)の

不納欠損額の平均値との差

（達成率）

収納率の目標値（96.5％）に

対する充足率

【Ｒ７～Ｒ８】

（効果額）

過去５年(平成26～30年度)の

不納欠損額の平均値との差

（達成率）

収納率の目標値（上水97.5％

下水97.9％）に対する充足率

18
未収金の徴収

対策の強化

上下水道

課

早期に未収金の回収

を図ることにより、

回収不能額を減少さ

せる。

前年度比較において上昇を目指し、収納率92.0％達成を目指す。

－
決算時に

算出

【Ｒ２～Ｒ６】

（達成率）

（現年収納率ー基準年度収納率）

／（目標収納率ー基準年度収納

率）

令和6年度目標収納率92％　（基

準年度：令和元年度90.8％）

※目標収納率を達成した場合：現

年収納率／目標収納率92％

【Ｒ７～Ｒ８】

（達成率）

（現年収納率ー基準年度収納率）

／（目標収納率ー基準年度収納

率）

令和8年度目標収納率96％　（基

準年度：令和元年度90.8％）

※目標収納率を達成した場合：現

年収納率／目標収納率96％

17
滞納の徴収対

策の強化

保険課・

債権管理

課

介護保険料の滞納者

に対して、差押を含

めた滞納整理を行い

負担の公平性を確保

し、収納率の向上を

図る。

（効果額）

期間中に発生した債券及び定

期預金の受取利息の額

16
安全で有利な

資金の運用

上下水道

課

安全・有利な資金運

用に加え、金利の動

向を注視しながら、

効率的な運用を図

る。

（効果額）

期間中に発生した債券及び定

期預金の受取利息の額

2,443,665円 －

15
安全で有利な

資金の運用
会計室

安全・確実な資金運

用に加え、各基金を

一体的に取扱い、効

率的な運用を図る。

34,485,411円 －
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資料２　第５次播磨町行政改革実施計画

取組項目（１）　経営視点に基づく中長期の適正な財政運営

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

効果額累計
現在の

達成率
効果額・達成率の算定方法

基本方針２　持続可能な財政基盤の確立

No 取組目標 実施部署 取組内容

１段目　実施スケジュール

２段目　進捗状況

３段目　成果（効果額）

４段目　達成率

収納対策検討及

び実行。

収納対策を引き

続き実行し、同

時に昨年度の結

果検証。

収納対策を引き

続き実行し、同

時に昨年度の結

果検証。

収納対策を引き

続き実行し、同

時に昨年度の結

果検証。

収納対策を引き

続き実行し、同

時に昨年度の結

果検証。

収納対策を引き

続き実行し、同

時に昨年度の結

果検証。

収納対策を引き

続き実行し、同

時に昨年度の結

果検証。

収納対策を検討

し実行した。

収納対策を引き

続き実行しつ

つ、昨年度の結

果を検証した。

収納対策を引き

続き実行しつ

つ、昨年度の結

果を検証した。

収納対策を引き

続き実行しつ

つ、昨年度の結

果を検証した。

現年収納率：93.42%

目標収納率：95.53%

（令和２年度県指定

目標収納率）

差：△2.11%

現年収納率：94.57%

目標収納率：96.08%

（令和３年度県指定

目標収納率)

差：△1.51%

現年収納率：93.82%

目標収納率：95.50%

（令和４年度県指定

目標収納率)

差：△1.68%

現年収納見込率：

92.24%

目標収納率：96.30%

（令和5年度県指定

目標収納率)

差：△4.06%

2.3% 44.3% 21.1% 決算時に算出

町有地売却

23,091千円

町有地貸付

39,011千円

町有地売却

57,126千円

町有地貸付

37,802千円

町有地売却

348千円

町有地貸付

37,892千円

町有地売却

1,069千円

町有地貸付

38,229千円

62,102,469円 94,928,325円 38,240,231円 39,297,306円

－ － － －

補助金・負担

金・使用料・手

数料の見直し

枠配分方式の継

続

枠配分方式の継

続

予算要求の際、

グループごとに

経常的な事業を

指定し、それぞ

れ要求上限を設

定した。

令和4年度予算

編成において、

経常的な事業に

ついては前年度

予算額を要求上

限とした。

令和５年度予算

編成において、

枠配分方式を導

入した

令和6年度予算

編成において

も、枠配分方式

を採用した

コロナ禍で税収

や譲与税が減と

なり、収支の悪

化が見込まれ

る。

義務的経費の増

額が見込まれ、

経常収支比率の

悪化が懸念され

る。

－ －

100.0% 100.0% 50.0% 決算時に算出

利用可能なメ

ディア等の調査

研究

広告掲載募集 広告掲載募集

新たなメディア

１種について検

討（デジタルサ

イネージ）

進捗なし 進捗なし

近隣で導入実績

のあるデジタル

サイネージを調

査

1,683,000円 1,692,000円 1,692,000円 1,732,000円

33.0% 33.0% 33.0% 33.0%

枠配分の検討・研究

経常経費の総点検
予算編成の枠配分方式の導入

－
決算時に

算出

（効果額）広告掲載による歳

入額　＋　歳出削減額

※歳出削減額は、見積徴収等

にて積算する。

※既存の取組も対象とする。

（達成率）１プロセス達成に

つき達成率33％加算。

※全プロセス達成により達成

率100％とする。

6,799,000円 33.0%

利用時の

基準策定
広告掲載募集

23
広告事業の拡

大
企画課

歳入の拡大、歳出の

削減による町財政の

改善を目的として、

企業等からの広告収

入拡大に向けた掲載

媒体等の拡充や、企

業と共同作成による

無料発行物の活用に

ついて調査研究に取

り組む。

22
各種財政指標

の適正化
総務課

根拠に基づく施策、

手続きの見直しによ

り生産性を高め、ま

た独自財源の拡充を

図り財政基盤のさら

なる改善を目指す。

借入金である地方債

は、基金との調和を

念頭に発行する。

234,568,331円 －21

普通財産（町

有地）の有効

活用

総務課

処分可能な普通財産

（町有地）は計画的

に売却を進めるとと

もに、貸付可能な土

地についても一時貸

付を行い、普通財産

の有効活用を図る。

（達成率）

経常収支比率…前々年度町決

算値以内を達成：達成率50％

加算

実質公債費比率…前々年度類

似団体平均値以内を達成：達

成率50％加算

普通財産の売却・普通財産の適正な維持管理

（効果額）

１、２の合計

１　普通財産の売却益 ※売却

件数は年により増減があるの

で、売却による収入は目標と

しない。

２　貸付収入

－
決算時に

算出

達成率：（現年収納率ー令和

元年度現年収納率）／（目標

収納率ー令和元年度現年収納

率）

令和元年度現年収納率：

93.37％

目標収納率：96.30％（令和5

年度兵庫県指定目標収納率）

※県指定目標収納率は対象年

度の前年度の全国平均になる

ため毎年変更されます。

20

収納率向上対

策（国民健康

保険事業特別

会計）

税務課・

債権管理

課

滞納処分、納税者の

利便性向上等によ

り、税債権（国民健

康保険事業特別会

計）の収納率を向上

させる。
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資料２　第５次播磨町行政改革実施計画

取組項目（１）　経営視点に基づく中長期の適正な財政運営

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

効果額累計
現在の

達成率
効果額・達成率の算定方法

基本方針２　持続可能な財政基盤の確立

No 取組目標 実施部署 取組内容

１段目　実施スケジュール

２段目　進捗状況

３段目　成果（効果額）

４段目　達成率

実施 実施

今後の方向性を

検討
検討作業実施

－ － － －

－ － － －

－ －

定量的効果：まちづくりの進

展に伴う資産価値の向上、定

住人口の増加等により町税等

歳入の拡大が生まれている。

定性的効果：各取組みが進捗

している。

（R4～）検討

（R5～）実施

24

持続可能で良

好な都市環境

を形成すると

ともに、財政

運営に資する

まちづくりを

推進する

都市計画

課

・JR土山駅周辺のま

ちづくりに関する検

討を進める。

・空き家対策を推進

し、積極的な流通を

促す取組みを進め

る。

・市街化調整区域に

ついて、周辺環境と

の調和を図りつつ効

果的な土地活用を検

討する。

・都市計画道路等の

見直し結果を踏まえ

事業化を見据えた検

討を進める。

・都市計画税を将来

にわたる都市整備財

源として一層有効に

活用する。
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資料２　第５次播磨町行政改革実施計画

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

次期指定管理期

間を検討

施設改修設計

指定管理者選定

改修工事の実施

（休館、一部開

館）

利用者の声を反

映し、改善を

行っている

利用者アンケー

ト

満足度　70％

利用者アンケー

ト

満足度　69％

－

利用者アンケー

ト

満足度　82％

100.0% 98.6% － 100.0%

野添コミセン外

壁等改修工事実

施設計

図書館空調設備

更新工事実施設

計

野添コミセン外

壁等改修工事実

施

図書館空調設備

更新工事実施

東部コミセン整

備基本構想作成

東部コミセン整

備基本計画作成

はりまシーサイ

ドドーム外壁等

改修工事実施設

計

地域コミュニ

ティのあり方検

討会の開催

公共施設等総合

管理計画及び個

別計画の改訂

東部コミセン整

備基本設計及び

実施設計作成

地域コミュニ

ティのあり方検

討会の開催

－ － － － － － －

－ － 50.0% 50.0%

通学路安全推進

会議・通学路安

全点検

通学路安全推進

会議・通学路安

全点検

通学路安全推進

会議・通学路安

全点検

通学路安全推進

会議・通学路安

全点検

通学路安全推進

会議・通学路安

全点検

通学路安全推進

会議・通学路安

全点検・危険個

所除去

通学路安全推進

会議・通学路安

全点検・危険個

所除去

通学路安全推進

会議を３回、安

全点検を1回実

施

通学路安全推進

会議を３回、安

全点検を1回実

施

通学路安全推進

会議を３回、安

全点検を1回実

施

通学路安全推進

会議を３回、安

全点検を1回実

施

－ － － －

100% 100% 100% 100%

橋梁定期点検

歩道橋定期点検

橋梁修繕計画改

定

舗装修繕計画更

新

橋梁補修実施設

計

舗装修繕工事

橋梁補修実施設

計

舗装修繕工事

橋梁補修実施設

計及び補修工事

橋梁定期点検

橋梁補修実施設

計及び補修工事

歩道橋定期点検

橋梁修繕計画改

定

定期点検を実施

歩道橋定期点検

を実施。また、

橋梁長寿命化修

繕計画の改定を

実施。

舗装修繕計画を

更新。橋梁長寿

命化修繕計画に

基づき橋梁補修

実施設計を実

施。

橋梁長寿命化修

繕計画及び舗装

修繕計画に基づ

き、橋梁・舗装

補修を実施。

－ － － －

88.0% 100.0%
100.0％

29.0％

100.0％

42.0％

8.0％

26

公共施設の利

用促進と運営

方法の見直し

協働推進

課

28

道路インフラ

のメンテナン

ス

土木課

橋梁、舗装等の修繕

計画を策定し、計画

的にメンテナンスを

行い、健全度を保

つ。

【Ｒ２～Ｒ６】

（達成率）

舗装修繕計画策定…策定完了

（100％）

橋梁補修…予防保全対象

（Ⅱ）橋梁数21橋に対し、各

橋梁ごとに実施設計と補修工

事を実施。（42％）

舗装補修…区間数37箇所に対

し、各区間ごとに補修工事を

実施。（8％）

【Ｒ７～Ｒ８】

（達成率）

橋梁補修…予防保全対象

（Ⅱ）橋梁数21橋に対し、各

橋梁ごとに実施設計と補修工

事を実施。

舗装補修…区間数37箇所に対

し、各区間ごとに補修工事を

実施。

－

舗装修繕

計画策定

…100.0%

橋梁補修

…42.0％

舗装補修

…8.0％

－ 50.0%

（達成率）

運営方法等の検討：50％、適

切な運営方法の選択：50％

－ 100%

【Ｒ２～Ｒ６】

(達成率)

毎年実施する通学路安全推進

会議３回、安全点検１回を予

定通り実施できれば該当年度

の達成率100％とする。

（各25％ずつ配分）

【Ｒ７～Ｒ８】

（達成率）

危険個所の除去達成率

（対策を講じ危険を除去した

箇所数）／（点検により発見

された危険個所数）×100

27
道路の安全対

策の推進
土木課

道路の危険除去を行

い安全な通行を確保

する。

また、通学路安全対

策を各グループと連

携を図り推進する。

老朽化が進行する各

施設について、計画

的に改修工事を実施

するなど適切な維持

管理を継続する。

現在の指定管理委託

期間終了後の運営方

法等について検討を

行う。

（R2～）適切な維持管理の実施

（R2～R5）運営方法の検討

（R5～）実施

今後の施設の整備計画を検討・決

定

効果額累計
現在の

達成率
効果額・達成率の算定方法

１段目　実施スケジュール

２段目　進捗状況

３段目　成果（効果額）

４段目　達成率

新たな体制による管理運営

－ 100.0%

【Ｒ２～Ｒ６】

（達成率）

利用者アンケートの満足度

目標値：70％

参考値：43％（平成31年度）

※目標値を達成した時点で達

成率100％とする

【Ｒ７～Ｒ８】

（定期券及び回数券の利用回

数/目標値）×100

令和8年度末目標値：80,000回

基本方針２　持続可能な財政基盤の確立

取組項目（２）　公共施設マネジメントの推進

No 取組目標 実施部署 取組内容

25

健康いきいき

センターの管

理・運営の検

討

健康福祉

課

施設の目的である

「健康増進」の達成

に向けた施設の在り

方も含めた機能、管

理運営など、今後２

０年間施設運営を安

定的に実施するため

の工事等を実施し、

施設の長寿命化を図

りながら管理運営し

ていく。

また、指定管理者に

よる多彩な自主事業

の実施や広報、SNS

等を活用したPR活動

で利用者数の増加を

目指す。
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資料２　第５次播磨町行政改革実施計画

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

効果額累計
現在の

達成率
効果額・達成率の算定方法

１段目　実施スケジュール

２段目　進捗状況

３段目　成果（効果額）

４段目　達成率

基本方針２　持続可能な財政基盤の確立

取組項目（２）　公共施設マネジメントの推進

No 取組目標 実施部署 取組内容

遊具点検

日常点検

修繕工事

遊具点検

日常点検

修繕工事

遊具点検

日常点検

修繕工事

遊具点検

日常点検

修繕工事

修繕計画更新

遊具点検

日常点検

修繕工事

遊具点検

日常点検

修繕工事

（危険個所除去）

遊具点検

日常点検

修繕工事

（危険個所除去）

遊具定期点検を

実施

遊具定期点検を

実施

遊具定期点検を

実施

遊具定期点検を

実施

－ － － －

100% 100% 100% 100%

定期点検 定期点検 定期点検 定期点検 定期点検
定期点検

危険個所除去

定期点検

危険個所除去

施設定期点検を

実施

施設定期点検を

実施

施設定期点検を

実施

施設定期点検を

実施

－ － － －

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

宮西地区（2工

区）

古宮土山線（3

工区）

古宮地区（3工

区）

大中地区（2工

区）等

大中地区（2工

区）

古田3丁目

大中地区（第4

－2工区）

大中二見線（第

1-1工区）

大中地区（第３

工区）

軌道敷管更生

大中二見線（第

2工区）

土山地区

古宮雨水幹線関

連

0.897ｋｍ 0.959ｋｍ 0.778ｋｍ 0.481ｋｍ

8.6% 17.8% 25.3% 29.9%

31

水道管路の耐

震化を推進す

る

上下水道

課

災害に備え基幹管路

及び老朽管の耐震化

を推進し、被害を最

小限に留め、被害を

受けた場合でもでき

るだけ早く復旧がで

きるよう計画的に更

新を進める。

29.9%

（達成率）

令和６年度末までにφ75ｍｍ

以上の老朽管を10.4㎞（目標

値）更新できていれば100％

累計更新延長／目標値×100

－

管路更新

30
漁港施設の維

持管理
土木課

日常点検を実施し、

漁港施設の健全度を

保つ。

機能保全計画に基づ

き、修繕工事を計画

的に実施する。

－ 100%

【Ｒ２～Ｒ６】

(達成率)

毎年実施する遊具定期点検1回

を予定通り実施できれば該当

年度の達成率100％とする。

【Ｒ７～Ｒ８】

（達成率）

危険個所の除去達成率

（対策を講じ危険を除去した

箇所数）／（点検により発見

された危険個所数）×100

－ 100.0%

【Ｒ２～Ｒ６】

(達成率)

毎年実施する定期点検４回を

予定通り実施できれば該当年

度の達成率100％とする。

（各回配分25％）

【Ｒ７～Ｒ８】

（達成率）

危険個所の除去達成率

（対策を講じ危険を除去した

箇所数）／（点検により発見

された危険個所数）×100

29
公園施設の維

持管理
土木課

日常点検を実施し、

遊具等の安全性を確

認する。修繕・取替

を計画的に実施す

る。
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資料２　第５次播磨町行政改革実施計画

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

新組織

施行準備

新組織

施行準備
新組織施行 実施 実施

－
条例制定

規則等改正
要領改正

事務分掌規則

改正

－ － － －

－ － 100.0% －

＜主たる目的＞

・「意思決定の迅速化」「情報共有」「セクショナリズムの解消」を進めるなど本質的な組織機構改革の視点に立って組

織機構を見直す

・小規模であっても社会情勢、住民ニーズの変化や事務・事業増加といった環境変化に柔軟に対応できる組織を構築する

・利用者視点で住民にわかりやすく、対外的にも説明しやすい組織を構築する

・全庁的な立場に立った意思決定ができる組織とする

・各職階に求められる役割（職責）を明確化する

・政策立案機能が充実した組織とする

＜組織資源関連＞

・組織構造の設計原理を踏まえた組織を構築する

・現行の人的資源を最大限に活用できる組織とする

＜その他＞

・働き方改革への対応を意識した組織とする

－ 完了 新組織の施行

No 取組目標 実施部署 取組内容

32
組織機構の見

直し
総務課

生産年齢人口の減少

に伴う財政状況の悪

化及び人材不足に対

応しつつ、町職員が

それぞれの能力を開

発、発揮できる環境

を創出し、持続的な

行財政運営を図るた

め、無理・無駄を極

力排したより簡素か

つ効率的なものとな

るよう組織機構を改

革する。

基本方針３　効率的で柔軟な行政組織の構築

取組項目（１）　組織機構の活性化

効果額・達成率の算定方法効果額累計
現在の

達成率

１段目　実施スケジュール

２段目　進捗状況

３段目　成果（効果額）

４段目　達成率
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資料２　第５次播磨町行政改革実施計画

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施 実施 実施 実施

－ － － －

42.9% 65.3% 67.3% 74.3%

兵教大と協定を

締結しミドル

リーダー育成研

修を実施

ミドルリーダー

養成研修の実施

ミドルリーダー

を活用した研修

の実施

ミドルリーダー

を活用した研修

の実施

ミドルリーダー

を活用した研修

の実施

次期ミドルリー

ダーの育成研修

を実施

次期ミドルリー

ダーの育成研修

を実施

次期ミドルリー

ダーの資質向上

を目的とした研

修を実施

次期ミドルリー

ダーの資質向上

を目的とした研

修の実施

次期ミドルリー

ダーの資質向上

を目的とした研

修の実施

次期ミドルリー

ダーの資質向上

を目的とした研

修の実施

195,000円

（兵教大や県と

連携協力し、研

修17回実施）

115,000円

（少人数実践研

修やサイエン

ス・トライやる

事業11回実施）

70,000円

（キャリアに応

じた研修やサイ

エンス・トライ

やる事業等18回

実施）

決算時に算出

（キャリアに応

じた研修やサイ

エンス・トライ

やる事業等21回

実施）

34.0% 56.0% 92.0% 100.0%

74.3%

（達成率）

研修派遣人数÷全職員数×１

００

380,000円 100.0%

【Ｒ２～Ｒ６】

（達成率）

（算定年度までの累積実施研

修回数÷50）×100

令和６年度末までに50回開催

出来ていれば100％

【Ｒ７～Ｒ８】

（達成率）

（算定年度までの累積実施研

修回数÷80）×100

令和８年度末までに80回開催

出来ていれば100％

－

実施

34

関係機関等の

連携協力体制

の構築

地域学校

教育課

兵庫教育大学、播磨

町教育委員会及び稲

美町教育委員会が学

校等の教職員の資質

向上やスキルアップ

のための研修におい

て相互に連携協力

し、地域の教育力の

向上を目指す。

33

播磨町人材育

成基本方針の

実践

総務課

職員研修の推進を図

り、播磨町人材育成

基本方針で規定する

「めざすべき職員

像」を実現する。

効果額累計
現在の

達成率
効果額・達成率の算定方法

基本方針３　効率的で柔軟な行政組織の構築

取組項目（２）　人材育成の推進

No 取組目標 実施部署 取組内容

１段目　実施スケジュール

２段目　進捗状況

３段目　成果（効果額）

４段目　達成率
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資料２　第５次播磨町行政改革実施計画

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

自治会行政懇談

会:0回

タウンミーティ

ング:1回

その他懇談会:2

回

自治会行政懇談

会:1回

タウンミーティ

ング:2回

その他懇談会:4

回

オープンミー

ティング:4回

その他懇談会:10

回

ウェルカムミー

ティング：６組

その他懇談会：

16回

－ － － －

6.0% 20.0% 48.0% 92.0%

委託先への進捗

管理の実施

委託先への進捗

管理の実施

委託先への進捗

管理の実施

委託先への進捗

管理の実施

委託先への進捗

管理の実施、累

積担い手数100

人以上

委託先への進捗

管理の実施

委託先への進捗

管理の実施

生活支援サポー

ター養成研修を

実施

生活支援サポー

ター養成研修を

実施

生活支援サポー

ター養成研修を

実施

生活支援サポー

ター養成研修を

実施

80人 89人 100人 107人

20.0% 40.0% 100.0% 100.0%

36

ボランティア

ネットワーク

づくりの支援

保険課

「くらし支え合いは

りま塾」（生活支援

サポーター養成研

修）の受講者、また

修了者の中から担い

手となる者の増数を

目指す。

効果額累計
現在の

達成率
効果額・達成率の算定方法

－ 92.0%

【Ｒ２～Ｒ６】

（達成率）

（令和６年度末までの累積開

催数／目標値）×100

【Ｒ７～Ｒ８】

（達成率）

（令和８年度末までの累積開

催数／目標値）×100

令和8年度末目標値：80回

－ 100.0%

【Ｒ２～Ｒ６】

（達成率）

算定前年度より累積担い手数

が増加していたら達成率20％

加算する。ただし、累積担い

手数が100人を超えた時点で達

成率100％とする。

【Ｒ７～Ｒ８】

（達成率）

（令和8年度末までの累積担い

手数/目標値）×100

令和8年度末目標値：140人

基本方針４　協働・連携によるまちづくりの推進

取組項目（１）　住民協働の推進

35

住民との情報

交換の機会の

充実

企画課

住民から寄せられる

町政に対する意見・

要望などを聴取し、

行政に反映していく

とともに、地域の課

題や問題解決のため

の助言を行う。

１段目　実施スケジュール

２段目　進捗状況

３段目　成果（効果額）

４段目　達成率

継続・新規取組の調査研究

No 取組目標 実施部署 取組内容
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資料２　第５次播磨町行政改革実施計画

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

２事業実施 ２事業実施 ３事業実施 ３事業実施 ３事業実施 14事業実施 15事業実施

事業未実施 １事業実施 ６事業実施 12事業実施

－ － － －

0.0% 8.0% 53.8% 92.3%

１事業実施 １事業実施 ３事業実施 ３事業実施 ３事業実施 16事業実施 18事業実施

事業未実施 １事業実施 11事業実施 11事業実施

－ － － －

0.0% 9.0% 100.0% 100.0%

直売実施日数の目標値　５日間／年

直売を年度内に

２日実施

直売を年度内に

２日実施

直売を年度内に

1日実施

直売を年度内に

5日実施

－ － － －

13.0% 27.0% 33.0% 67.0%

（参考）各年度効果額　　R2年度　73,666,724円　　R3年度　107,941,335円　　R4年度　49,885,701円　　R5年度　60,497,920円

効果額累計 　291,991,680円

39

四者協定に基

づく連携・協

働

産業環境課

本町と連携協定を締

結している各団体と

の協働事業を推進す

る。

67.0%

【Ｒ２～Ｒ６】

（達成率）

（累計直売日数÷15）×100

【Ｒ７～Ｒ８】

（達成率）

（累計直売日数÷25）×100

直売実施日数の目標値　３日間／年

－

－ 92.3%

【Ｒ２～Ｒ６】

（達成率）

（算定年度までの累積実施事

業数÷13）×100

∴令和６年度末で13事業実施

出来ていれば100％

※継続事業は重複とみなさな

い。

【Ｒ７～Ｒ８】

（達成率）

（算定年度までの累積実施事

業数÷15）×100

∴令和８年度末で15事業実施

出来ていれば100％

※継続事業は重複とみなさな

い。

－ 100.0%

【Ｒ２～Ｒ６】

（達成率）

（算定年度までの累積実施事

業数÷11）×100

∴令和６年度末で11事業実施

出来ていれば100％

※継続事業は重複とみなさな

い。

【Ｒ７～Ｒ８】

（達成率）

（算定年度までの累積実施事

業数÷18）×100

∴令和８年度末で18事業実施

出来ていれば100％

※継続事業は重複とみなさな

い。

38
民間企業との

連携・協働
企画課

本町と連携協定を締

結している民間企業

等と、連携・協働に

よる取組を実施す

る。

効果額・達成率の算定方法

37
教育機関との

連携・協働
企画課

本町と連携協定を締

結している教育機関

や近隣の教育機関等

と、連携・協働によ

る取組を実施する。

効果額累計
現在の

達成率

基本方針４　協働・連携によるまちづくりの推進

取組項目（２）　民間活力の活用

No 取組目標 実施部署 取組内容

１段目　実施スケジュール

２段目　進捗状況

３段目　成果（効果額）

４段目　達成率
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